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お わ りに

は じめ に

　地 方税や地方財政 法 に関す る著作 ・論文 は、枚 挙に遑が な い 。 しか し、 鹿児島

県 に焦点 を 当て た地方 税や地方財政法 に 関す る 先行す る研究は 、単 に筆 者が 不勉

強な 所為か も知 れ な い が 、 こ れ まで に接 した記憶 が な い 。 こ と に法制度 で は な く

財政制度に 範囲 を拡げて も 、 福丸馨一 「鹿児 島県 の 財政問題」
ω

や小森治夫 「鹿

児島県財政 の 分析」
（2｝
が あ る に 止 ま っ て い る よ うで ある 。 なお 、 皆村武

一
『鹿 児

島 の 戦後経済社 会 史』 （南方新社 ・2010年）
（3）

は、鹿児 島県財 政の 問題 を様 々 な問

題 の
一

部 と して ふれ て お られ る。

　まず、鹿児島県 の特徴に つ い て 簡単に述べ て お きた い。

　鹿児 島県 は、 九州 島南部に位置す る 日本の 都道府県 で あ る 。 熊本県及 び宮崎県

に 隣接 して い る。 面積 は 、9，044．49km2 で ある
（4）
。 こ れ は、 平成23年度全 国 都道

府 県市 区町村別 面積 調 に よれば全国 10位 の 広 さで あ る。 人 冂 は 、鹿児 島県毎 月 推

計人 口 （平成 24年 5 月 1 日現在） に よれ ば1，691，286人 で あ る。 こ れ は、 平成 22

年国 勢調査 （総務省統計局） によ れ ば全 国24位で ある。 なお、鹿児島県 に おけ る

最大 の 市街地 で あ る鹿児 島市の 人 口 は 、鹿児 島市統 計デー タ に よ れ ば606，890人

で ある 。 これ は、 中核市
〔5）

と して は 船橋市に次い で全 国 2位で あ る
〔6）

。

（1）　鹿児島県地方自治研 究所 『鹿児島県 の 経済と社会』 1980年。

（2）　 鹿児島県立短期大学 商経論叢　 51号 61頁 以 下 （2001年 ）。以下、小森論文 とす る。

（3）　以下 、 皆村書とする 。

（4 ）　国土地理院HP 　http：〃www ．gsi，go ，jp！commQn ！OOOO64542．pdf （ア クセ ス ：2012．08．22）

（5）　 地方自治法252条の 22に よ れ ば、人 口30万以上 の 市を 中核市 と す る 。

（6 ）　中核市 人 ロ ラ ン キ ン グhttp：〃mk ．uub ，jp！（ア クセ ス ：2012．08．22）
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鹿 児島県 に お け る 税財政法制度の 現 状 と 課題　鳥飼

1　 鹿児島県に おける歳 入 ・歳 出の 状況

　鹿児 島県 の 財政規模 は、 平成23年度決 算 に よれ ば
（7｝
、

一
般 会 計 の 歳 入 は8，080

億 円 、 歳出は7，895億円 とな っ て い る 。

　鹿児島県 の 財政規 模 の 推 移 は、鹿児 島県 企画部統計課編 『鹿児 島県統計年 鑑』

各年度 版 を比較 す る こ とに よ っ て 得 られ る 。 鹿児 島大学図書館 に は 、昭 和35年

（1960年）か ら所 蔵され て い る 。

　次に 、 鹿児 島県 の 平成23年度の歳 入 決算総 額 は8，080億 円で あ るが 、 そ の 主 な

内訳 は、 国庫支出金 が 1，468億円 （構成比 18．3％）、 地方交付税 が2，789億 円 （構成

比34．5％）、 県債 が 1
，
146億 円 （構成比14．2％）、 県税が 1，187億円 （構成 比147％）

とな っ て い る 。

　鹿児島県 の 自主財源 の 中心 で あ る べ き 地方税 収入 は 1 割台 に す ぎな い 。 小森論

文で は 、 「3割 自治」で は な く、鹿児 島県 の 場 合は 「1割 自治」 と言 っ て も過言 で

は な い だ ろ う、 と述 べ て い る
くS）
。

　最後 に、鹿 児 島県 の 平成23年度 の 歳 出決 算総 額は 7
，
895億 円 で あ る が 、 そ の

主 な 内訳 は 、 土 木 費 が954億 円 （構 成 比 12．1％）、 教育費が 1，798億 円 （構成 比

22．8％）、 農林水産 業 費が 752億 円 （構 成 比9．5％ ）、 公 債 費 が 1
，
406億 円 （構 成 比

17．8％）、 民生 費が 1，014億 円 （構成比12，9％）、総務 費が 385億 円 （構 成比4．9％）、

警察 費が376億 円 （構 成比4．8％）、 衛生 費が 578億 円 （構成比7．3％ ）、 商工 費が 78

億 円 （構成比1．0％ ）、災害 復 旧費が 73億 円 （構成比0．9％）、 労働費が 127億円 （構

成比1．6％ ）、議会 費が 14億 円 （構成 比0．2％）、 とな っ て い る 。

2　 自治体財政権 と租税 収入 ・支出法制度
（9）

　2000年 の い わゆ る地方分権一括法が施行され て以 降 、 市町村統合再編政策で あ

る平 成 の 大合 併が 推 し進 め られ て きた 。 2003年か ら2006年 に か けて 小泉内閣の

国庫支出金 の 廃 止 ・整理、地方交付税 の 見直 し、税源移譲 とい う 「三位一体の 改

革」 と呼ばれ る 分権社会 をつ くる政策 も推進 され た
u °）

。

　しか し、地方分権 と い え ども、単 に 中央政府 の 手間仕事 を減 らすだ けで は 、地

方住民の 真に主 体的な 地方統治は望 め な い。 また 、地方住 民 に と っ て は 、 地方に

主 体性が あ る 「地域 主権」 とい うべ き 法 シ ス テ ム が望 ま しい と思われ る が、 そ こ

（7 ）　鹿児島県 HP

　 http：〃www ．pref，kagoshima ．jp！abO5 〆kensei！zaisei ／kessan！documents！14559＿2012081018

　 1304−1．pdf （ア クセ ス ：2012．08．22）
（8）　小森 ・前掲69頁。

（9）　 こ の 点に 関す る文献と して は、福家俊朗 「普通地方公共団体 の財政」室 井力 ・原野翹編 『新

　 現代地方自治法入門 〔第 2 版〕』 （法律文 化社 ・2003年） 262頁以下参照。

（10）　詳 しくは、川瀬憲子 『「分権 改革」 と地方財政
一住民 自治と福祉社会の 展望』 （自治体研究

　 社 ・2011年）参照。
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に財 政的裏付けが 無けれ ば 「絵に 描い た餅」 に陥 る こ とになる。

　地方公 共団体 にお け る財政、す な わ ち 予算な ど具体 的内容は、地方 議会 の 議決

事件 と され て い る 。 す な わ ち 地方 自治法96条 で は 、普通 地方公共団体の 議会は 、

  予 算を定め る こ と、   決算を 認定す る こ と、   地方税 の 賦課徴 収 又は分担 金 、

使用 料 、 加入 金若 し くは 手数料の 徴収に 関する こ と、 を議 決 しな けれ ばな らな

い と規定す る。 他の 財政 の 内容や そ の 処理 に関す る事項 は、地方自治法第 2編第

9 章208条以下、地方財政法 、 地方 税法 および条例な どに よ っ て 行わ れ る こ とに

な っ て い る 。 国の 財 政 と 同様 に （憲法 83条〜91条 ）、財政 の 具体 的 内容 や そ の 処

理 は 、住 民代表で あ る地方議会 に よ っ て 行 う とい う財政 民主主義 の現れ で ある
｛11）

。

　 こ の よ うな地方議会 に よ る財政 を処理 す る権能は 、 自治体財 政権 と呼ぶ べ き も

の で あ り、 自治体行政権や 自治体立法権 と並 び、憲法 上 の 「地 方 自治 の 本旨」で

ある と解す る べ きで ある
C12）

。

　た だ、 日本は 連邦制を採用 して い な い 。 税制 の 不統
…

や 住 民 の 税負担 の 不均衡

を 防止す る た め 、地方公 共団体 の 課税権 に 対 して 国 の 法律に よ る地 方税法に よ っ

て 統一
的な 準則や枠 を設 けて 、そ の 範囲内で 租税条例に よ っ て地方税 を徴収する

こ とに して い る
q3）

。

　また、地 方財政法 1 条 は、   地方公共団体の 財政 ＝ 地方財 政の 運 営、  国 の 財

政 と地方財 政 との 関係等 に 関す る基本原 則、 を定め て い る。 同法 2 条 は、地方公

共 団体 に対 して は 、 「い や し くも国 の 政 策 に 反 し、又 は 国 の 財政若 し くは 他 の 地

方公 共団体の 財政 に累 を及 ぼす よ うな施策 を行つ て は な らな い 」 と し、 国 に対 し

て は 「い や しくもそ の 自律性 をそ こない 、 又 は 地 方公共団体に負担 を転 嫁す る よ

うな施策 を行つ て はな らない 」 と規定する 。

　地方 自治 法は 、総務大 臣等に地 方財 政 に対す る関与 を認 めて い る 。 地 方公共団

体に 対す る 国の 関与とは 、 地方公共 団体 の 事 務 の 処理 に 関 し、 国 の 行政機関が 行

う助言又 は勧告 ・ 資料の 提 出の 要求 ・是正 の 要求 な どの 行 為を い う （地 自法245

条）。

　総務大 臣 は、 必要が あ る とき は 、 都道府県 に つ い て 財務 に 関係 の あ る事 務に関

し、実地 の 検査 を行 う こ とが で き る （地 自法252条 の 17の 6 第 1項）。

　財政は 、 財源の 取得 、 管理 ・運用 、 使用 ・支出の 作用で あるが 、 目的 を達成す

（11）　財政民 主 主義に 関する文献として は、U 本財政法学会編 『財政民主主義 （財政法叢書）』（学

　　陽書房 ・1994年） が あ る 。最近 の も の と して は、石 森久広 『財政民主屯義と経済性一
ドィ ッ

　 　公法学 の 示唆 と日本国憲法』 （有信堂 高文社 ・2011年）や 渡瀬義男 『ア メ リカ の 財政 民主主

　 　義 （アメ リカ の財政と分権）』 （日本経済評論社 ・2012年）がある。

（12）　こ の 点、北野弘久 『憲法と地方財政権』 （勁草書房
・1980年） 27頁は、憲法学説にお ける

　　地方自治の根拠に関する 諸見解の いずれを前提と して も、財政権につ い て は 「
一

定の 範囲に

　　お い て 法律に よ っ て も不 可侵と考えられ る自治体に固有 の 権 能が実定憲法 ヒ存在す る」 と解

　 　 し て い る。

（13）　金子宏 『租税法 〔第 17版〕』 （弘文堂 ・2012年） 89頁参照。
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るた め に ま とま っ た 計画 （予算） に従 っ て行わ れ る必要 が あ る （地 自法210条参

照）。普通 地方公 共 団体の 長は、毎会計年度予算を 調製 し、年度 開始前 に、 議会

の 議決を経な けれ ばな らな い （地 自法211条 1項）。

　 また、普通地方公共 団体 の 長は、決算を監査委員の 審査 に 付 さな けれ ばな らな

い （地 自法233条 2項）。 そ して 、審査 に 付 した決 算を監査委員 の 意見 を 付けて 次

の 通常 予算 を議す る会議 まで に 議会の 認定 に付 さなければな らない （同条 3 項）。

　予算 を実施す る た め の 財源取得は、 地域住民に 対す る 租税の 賦課徴収 に よ っ て

行わ れ る 。 地方公共 団体は 、 法律の定め る と ころ に よ り 、 地方税 を賦課徴収 す る

こ と がで き （地 自法233条 ）、 そ の 地方税 の 税 目、 課税 客 体、 課 税標 準、 税率 そ

の 他賦課徴 収 に つ い て 定 をす る に は、 当該地方 団体 の 条例 に よ らな けれ ばな らな

い （地税 3 条） とい う意味で の 「地方条例主義」を採用 して い る 。 鹿児 島県税条

例 1条
（14）

は、 「課税 の 根拠」 と い う標題 で、 「県税 の 税 目 ， 課税客 体， 課税標準 ，

税率そ の 他賦 課徴 収 に つ い て は， 法令 そ の 他別 に 定 め る もの の ほか ， こ の 条例 の

定 め る と こ ろ に よ る 」 と定 めて い る 。

　予算に基 づ く財源の 使用 ・支出で あ る歳出は、地 自法232条 〜 232条の 6 「第四

節　支出」に従 っ て 行わ れ る。予算の 内容は 、地 自法215条に定め が あ る 。

3　 税財政法制度の 検討課題

　そ もそ も新 しい 税 財政の 提言 は 、 法学 の 検討課題な の かは疑 問が ある 。 ある政

策課題 の 検討結果 を踏 まえ て 、 ど の よ うな地方 税財 政法 を創 設す べ きな の か とい

うこ とは 、 法学 の 観 点か ら言 える か もしれ ない 。

　 しか し、で は どの よ うに 鹿児島 の 税財 政 を改革す る の か とい う政策課題 は、法

学の 研究範疇を超 えて い る よ うに私に は思われ る。 なぜ な ら、 法学は あ くまで も

条文や 判例を研究対 象とす るか らで ある
“5）

。

　そ もそ も各地方公 共団体間 に財源 の 偏 りが現 実 に ある以 上、 い わゆ る応能負担

を原 則 とす る租税徴 収は 困 難で あろ う。 した が っ て 、 国 レベ ル で の 租税徴収を財

政調整制度 に よ っ て 地方 公共団体 に再配 分す る の が現実的 で ある と思われ る。

　従来か ら、 国税 ・地方税の 財源配分 と国 と地 方の 事務配分が 、対応 して い るわ

けで は な い と批判 され て き た。 そ もそ も 日本は 連邦制で は な い の で、 外国法制

（ア メ リカ ・ドイ ッ ） との 比 較に よ っ て 日本 の 税 財政法 制度 を議 論す る の は 、 対

（14） 県税 条例 に つ い て は、鹿児 島県例 規集 の 鹿児 島県税 条例 http：〃www ．pref、kagoshima．jpt
　 reiki！reiki＿honbun／aq70102501 ．htmlを、市税 条例 につ い ては、例 えば鹿 児島市例規 集 の 鹿

　 児 島市税 条例 http；〃www 、city ．kagoshima．lg．jp／reiki ＿intXreiki＿honbun！q702RGOOOOO233 ．

　 htmlを参照（ア クセ ス ：2012．08．22）。
（15）　 こ の よ うな従 来型 の 法学 に対 しては、公共 政策 を実現す る ため の 法学 で あ る 法政策論が提

　 唱 され て い る 。 平井宜雄 『法政策学
一

法制度設計 の 理論 と技法 〔第 2版〕』（有斐閣 ・1995年）、

　 阿部泰隆 『政策法学 の 基 本指針』 （弘文堂 ・1996 年）参照。
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応関係 と して は疑 問が残 る
〔IG〕

。

　財源 配分 問題 は 、地域 住 民 の 考 え 方 に委 ね られ る の が 筋 で はな い か と思 われ

る 。 法学か らは 、地域住 民の 考 え方 に沿 っ た法制度の 構築 を検討す る こ とが学問

的課題で はな い か と思われ る 。

おわ りに

　鹿児島県 の 税財政法制度が どの よ うに ある べ きかは 、 鹿児 島県の 地域住民が ど

の よ うな地方 自治 を望む の か に従 っ て 考 える べ き課題で あろ う。 鹿児島県 の 地域

住 民が 、 真 に完 全 な 地 方分権 を望 む の で あ れ ば、隣 の 県や 隣の 市 町村 よ りも高 い

税 負担を 覚悟 しな け れ ばな らな い
｛17｝

。逆 に、地域社会が 租 税収 入 に よ っ て 潤 え

ば、 国 に対す る 租税 収入 はそ れ ほ ど必 要で は な くな っ て い く と思 われ る 。イ ギ リ

ス の プライス は 、地方自治は 「民主主 義の 学校」 と喩えた と伝わ る が 、 ま さ に他

者に依存 しな い 自立 した 地域社会 を望む の か 否か を 、 私た ち 自身議論 しな けれ ば

な らな い 時期で は な い か 、 と考え る 。

（とりか い ・た か し＝鹿児島大学法文学部 法政 策学科准教授）

（16）　 逆に言 えば、連邦 制 の 国 々 に お い て は、連邦 政府 と州 政府 にお ける課税権 の 衝 突 が法的

　　問題 とな っ て くる。例 え ば、Hugh 　J，　Ault　and 　Brian　J．　Arnold，　Conrparative　lncome

　　Taxation’　A　Structural　Analysis　3rd　edition ，　Aspen 　Pub ，2010．は、各国の 連邦と州 にお け

　　る課税権の 衝突を憲法問題 と して 採り上げて い る。なお、拙稿 「産業先進国の 課税にお け る

　　憲 法問題 に つ い て 」静 岡大学法政研 究13巻 3 ・4 号 （2009年）参 照。

（17）　 兼子良夫 『地方財政』 （八 千代出版 ・2012年） は し が き di頁。
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